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道内景気は、緩やかに持ち直している。

需要面をみると、個人消費は、百貨店・スーパー販売額が前年を上回るなど、緩やかに持

ち直している。住宅投資は、前年を上回っている。設備投資は、持ち直しの動きがみられ

る。公共投資は、前年を上回っている。観光は、外国人観光客の増加が続いているほか、新

幹線開業による来道客数増加もみられる。輸出は、アジアや中南米向けなどが減少した。

生産活動は横ばい基調で推移している。雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企

業倒産は、件数、負債総額ともに増加したが低水準が続いている。
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１．百貨店等販売額～１３か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 
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２．乗用車新車登録台数～３か月ぶりに増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

４月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋１．２％）は、１３か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比▲３．６％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品が前年を下回った。スー

パー（同＋２．５％）は、衣料品が前年を下

回ったが、身の回り品、飲食料品、その他の

品目が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋０．８％）

は、３１か月連続で前年を上回った。

４月の乗用車新車登録台数は、１３，５９３台

（前年比＋３．８％）と３か月ぶりに前年を上

回った。車種別では、軽乗用車（同▲０．５％）

は減少したが、普通車（同＋８．５％）、小型車

（同＋３．４％）が増加した。

１～４月累計では、６１，６６８台（前年比

▲３．３％）と前年を下回っている。普通車

（同＋１４．０％）は前年を上回っているが、小

型車（同▲６．７％）、軽乗用車（同▲１４．８％）

が前年を下回っている。

道内経済の動き
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その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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３．札幌ドーム来場者～３か月ぶりに増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）

持家 貸家 給与 前年比（右目盛） 分譲 
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４．住宅投資～５か月連続で増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛） 

５．建築物着工床面積～２か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

４月の札幌ドームへの来場者数は２４２千人

（前年比＋２４．０％）と３か月ぶりに前年を上

回った。内訳は、プロ野球が１８７千人（同

＋１７．３％）、プロサッカーが４５千人（同

＋６８．９％）、その他が１０千人（同＋９．８％）

だった。

１試合あたり来場者数は、プロ野球が

２３，３９１千人（前年比＋２．６％）、プロサッカー

が１５，０９８千人（＋６８．９％）だった。

４月の新設住宅着工戸数は、３，５６６戸（前

年比＋４．８％）と５か月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、分譲（同▲３３．３％）は

減少したが、持家（同＋１７．１％）、貸家（同

＋１３．１％）が増加した。

１～４月累計では、８，９８０戸（前年比

＋８．７％）と前年を上回っている。利用関係

別では、分譲（同▲２０．３％）は減少している

が、持家（同＋９．１％）、貸家（同＋１７．９％）

が増加している。

４月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１３６，４４７㎡（前年比▲２６．５％）と２か月ぶり

に前年を下回った。業種別では、製造業（同

＋７．５％）は前年を上回ったが、非製造業

（同▲３０．５％）が前年を下回った。

１～４月累計では、４２５，７５８㎡（前年比

▲１８．８％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同＋８６．１％）は前年を上回って

いるが、非製造業（同▲２６．６％）が前年を下

回っている。

道内経済の動き
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%億円 
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６．公共投資～３か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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７．来道客数～１８か月連続で増加

来道客数

（資料：�北海道観光振興機構）
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その他港湾 函館空港 旭川空港 新千歳空港 前年比（右目盛） 
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８．外国人入国者数～３９か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）

５月の公共工事請負金額は、１，３６７億円

（前年比＋３０．２％）と３か月連続で前年を上

回った。

発注者別では、国（前年比＋２３．７％）、北

海道（同＋３７．７％）、市町村（同＋１８．３％）

が、いずれも前年を上回った。

１～５月累計では、請負金額３，８４７億円

（前年比＋１３．０％）と前年を上回っている。

４月の国内輸送機関利用による来道客数

は、９３５千人（前年比＋１３．７％）と１８か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋８．０％）、JR（同＋１００．９％）、フェ

リー（同＋２０．３％）が、いずれも前年を上

回った。

１～４月累計では、３，８１４千人と前年を

７．７％上回っている。

４月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、７４，８６９人（前年比＋８．１％）と３９か月連

続で増加した。１～４月累計では、４５０，７３０

人（同＋２６．３％）と前年を上回っている。

空港・港湾別では、新千歳空港が６１，５３１人

（前年比＋８．６％）、旭川空港が５，３７９人（同

＋３．０％）、函館空港が７，９４９人（同＋７．７％）

だった。

道内経済の動き
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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９．貿易動向～輸出は６か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）
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 出荷指数 在庫指数 生産指数  
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１０．鉱工業生産～２か月ぶりに低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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１１．雇用情勢～改善が続く

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）

４月の道内貿易額は、輸出が前年比２０．６％

減の３４１億円、輸入が同３６．５％減の６５０億円

だった。

輸出は、魚介類・同調整品や船舶、自動車

の部分品などが減少し、６か月連続で前年を

下回った。輸入は、石油製品や原油・粗油な

どが減少し、９か月連続で前年を下回った。

４月の鉱工業生産指数は９４．０（前月比

▲０．２％）と２か月ぶりの低下。前年比（原

指数）では▲４．０％と１０か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、金属製品工業、

輸送機械工業、パルプ・紙・紙加工品工業な

ど８業種が上昇したが、鉄鋼業、窯業・土石

製品工業、電気機械工業など８業種が低下し

た。

４月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．９２倍（前年比＋０．０７ポイント）と７５か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比１．４％増加し、２か

月ぶりに前年を上回った。業種別では、医

療・福祉（同＋１４．８％）、宿泊業・飲食サー

ビス業（同＋１７．４％）、製造業（同＋７．０％）

などが増加した。

道内経済の動き
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現金給与総額（前年比・右目盛） 現金給与総額 きまって支給する給与 
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１２．名目賃金指数～１４か月ぶりに上昇

名目賃金指数

（資料：厚生労働省、北海道）
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企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）
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平成22年 
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１４．消費者物価指数～１３か月連続で低下

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

３月の名目賃金指数（規模５人以上）は、

現金給与総額が９３．１（前年比＋２．５％）とな

り、１４か月ぶりに前年を上回った。現金給与

総額のうち、きまって支給する給与は１０１．０

（同＋０．３％）となり、１４か月ぶりに前年を上

回った。

５月の企業倒産は、件数が１８件（前年比

＋１２．５％）、負債総額が４５億円（同＋３６．７％）

となった。前年に比べ、件数は３か月ぶりに

増加、負債総額は２か月連続で増加した。

業種別では、建設業が４件、卸売業、小売

業がそれぞれ３件などとなった。

４月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は１０３．４（前年比▲０．６％）と、１３か

月連続で前年を下回った。

１０大費目別では、食料（前年比＋１．４％）

など８費目が前年を上回った。一方、光熱・

水道（同▲９．３％）、交通・通信（同▲２．８％）

の２費目が前年を下回った。

道内経済の動き
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起業・危機突破は柔軟な発想と対応が大事

平成１４年に静岡県でベンチャー企業を創業。平成２７年６月に静岡から千歳市に本社・工場を移

転。平成２７年度「第６回ものづくり日本大賞」の特別賞を受賞されました。起業の経緯、苦労した

点、将来像などについてお聞きしました。

代表取締役 津島 栄樹 氏

北海道大学大学院で機械工学専攻。

卒業後に大手石油会社の研究所に勤務。

炭素繊維、複合材料などの研究をする。

平成１４年に独立。

会社概要
企業名：株式会社FJコンポジット

住所：千歳市柏台南２丁目２番３号

ＴＥＬ：０１２３‐２９‐７０３４

ＵＲＬ：http : //www.fj-composite.com/

設立：平成１４年２月５日

◆電子部品などの放熱材や、炭素系複合材料

の試作、量産化まで行っている。

◆半導体は熱を外部へ放出する放熱材が重要

で、放熱を高めるためレアメタルが使用され

る。ホットプレスによる、銅とモリブデン等

を多層に接合する技術の研究により、レアメ

タル使用量を従来品に比較し１／５～１／１０の

少量（低コスト）かつ、１．５倍の熱伝導率を

実現する製品を開発。この製品開発により

「ものづくり大賞」特別賞を受賞。

―起業の経緯をお聞かせください。―

勤務していた大手企業の研究所で、平成元年か

ら平成８年まで、国のプロジェクトを任されてい

ました。８年間も時間をかけるのだから、何か事

業化できることをやってみたいと考えていまし

た。研究をしていくうちに良い製品ができあが

り、事業化できると思っていました。しかし、バ

ブル崩壊により会社の研究所が廃止されることに

なりました。研究を止めて会社に残るか、今まで

やってきた研究を生かし自分でやっていくのか、

二つの選択肢となり、私は後者を選び起業しまし

た。

―起業時に取り扱う商品や販売先などは決まって

いたのでしょうか？―

販売先は決まっていませんでした。今まで、研

究開発していた製品は売れるという思いはありま

した。

販売先はこれくらいあるとか、市場はこれだけ

あるとか、事業計画はある程度作成していまし

た。しかし、実際に商売を始めてみると、計画と

は違い、作る製品も違うものになっていき、すべ

てが変わっていきました。

具体的には、研究開発していたカーボンを使っ

た製品を売ろうと考えていましたが、良い回答は

得られず、その研究開発を続けていくうちに、

カーボンを使わなくても良い製品ができ採用され

ました。それは銅とモリブテンの金属だけでの製

品で、まったく予測していない方向でした。

道内企業訪問

トップに聞く② 株式会社ＦＪコンポジット
代表取締役 津島栄樹 氏
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道内企業訪問

― ７ ― ほくよう調査レポート ２０１６年７月号

製品開発は予断を排除し、真理を追究

―日本のベンチャー企業を増やすにはどうしたら

良いと考えていますか？―

日本はベンチャー企業が少なく、それに対しア

メリカは多くあります。日本においてベンチャー

企業を増やすには、税制だと思っています。アメ

リカのシリコンバレーではベンチャー企業に投資

すると税金が控除されます。税金を納めるくらい

なら、ベンチャー企業に投資しようかと考えま

す。ただ、町としては税金が入らないわけです

が、投資したベンチャー企業が大きくなり、莫大

な利益を上げれば、町は潤います。日本のエン

ジェル税制は非常に使い勝手が悪く、日本もこの

ような仕組みを構築することで、ベンチャー企業

は増加すると考えます。

―起業し経営されてきて、苦しい時期があったと

思いますが、苦境を突破するには、何が必要だと

思いますか？―

どのように仕事を得るかということだと思いま

す。仕事を得る方法は電話をかけた数、メールを

送った数、お客さんに会った数に比例すると思い

ます。コンタクトをとれるネットワークをたくさ

ん持つことが必要だと思います。

また、柔軟に考えていくことが必要だと思いま

す。起業した時と予測しない方向へ行ったことを

お話ししましたが、柔軟な発想がなければ、今の

結果はなかったと思います。

―起業する方にアドバイスをお願いします。―

重要なのはネットワークの構築だと考えます。

いかに多くのネットワークがあるかが重要です。

また、柔軟性という話をさせていただきました

が、良い製品を開発したり、売ったりしている会

社でも、衰退する会社はあります。それに対し当

社が十年以上と細々とやってこれたのは、事業に

対する柔軟性があったからではないでしょうか。

これがダメなら、こっちをやろうなどという柔軟

性があったのではないかと思います。

また、まずは生きていくためにはどうするのか

を考え、生き延びてやるというバイタリティが必

要ではないかと思います。理想はあまり高くかか

げず、何とかやってみせるぞと言う気持ちが必要

だと思います。

―製品開発のお話がでましたが、どのような視点

で開発されていますか？―

実験結果が出ても真実だと思わないことです。

データをよく見て、疑って柔軟に発想し、分析す

ることが必要だと思います。真実だと思い込むと

次へ進むことができなくなるからです。ものを開

発するというのは、柔軟に発想し、柔軟に解く事

であると思います。

例えば、当社は接合に独自の技術を持っていま

す。つく、つかないと言う、接合の明確な学問は

なく、本当に分からない訳です。自分はどちらに

進めば良いのか、何をやれば良いのか、地図もな

いような状態です。しかし、今できることをや

り、何回かやって結果が出なくても、あきらめず

にやることで、たまたまそこで面白い結果がでる

ような、偶然の巡り合わせがあるかどうかが重要

です。それには、あきらめずに、柔軟な発想と熱

意を持ち柔軟に解いていくことだと思います。そ

してその結果を発展させ実験を積み、だんだんと

全体像が見えてくると思います。

【ホットプレス（真空１，０００℃）】
銅とモリブデンを多層に接合する装置
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道内企業訪問

― ８ ―ほくよう調査レポート ２０１６年７月号

大手企業の開拓は時間がかかる。長期間続

く取引関係は粘り強さが鍵

【千歳本社工場 概観】

知識はリンクしている。たくさんの引き出

しを持つことが社会に出てから役立つ

―貴社の営業方法をお聞かせください。―

当社は確固たる製品は少なく、これを買ってく

ださい、使ってください、というような営業はし

たことがありません。営業するときは、「私はこ

のようなことができます。やったことがありま

す。何かお手伝いできることはありませんか？」

という営業をしています。お客様が技術者であれ

ば、困っていたりすることが一つや二つありま

す。それを話していただけることで、自分なりに

努力し、困っていることに対しての回答を考えま

す。自分でできないものは、ネットワークを使い

回答を考え、お客様へ持っていくことで、仕事も

得ることができると考えます。

―京セラさんとお取引があるとのことですが、取

引の経緯、ご苦労された点などを、お聞かせくだ

さい。―

知人に紹介していただき、京セラさんの門をた

たきました。京セラさんは、実績も信用もない私

に耳を傾けて下さいました。技術は会社の規模で

はなく、一対一、人間対人間の話し合いであっ

て、それに対し真摯に受け止めてくれる会社でし

た。最初の５、６年は材料を持っていきました

が、１００点をとることができませんでした。その

後、３、４年で新しいものを持っていき採用とな

りました。当初、京セラさんから、採用評価まで

最低３年かかるといわれ、そんなにかかるものか

と思いましたが、取引開始までに１０年かかりまし

た。京セラさんから言われたのは、一度採用され

ると簡単には変えられない、長く続きますと言わ

れました。それは、今考えると、とても良いこと

だと思っています。最近の経営者は半年、１年で

成果を出せという人が増えていますが、短期間で

成果が出るものは、短期間で追いつかれると思う

からです。キヤノンのカメラなどの技術開発期間

は２５年と聞いています。２５年かけて開発研究した

技術、ノウハウは簡単にまねできないと思いま

す。

私は長く時間がかかり、他の人がやっていない

オリジナリティがあることを、あきらめないで続

けることが大事だと思います。

―海外に販売先をお持ちですが、どのようなルー

トで開拓されましたか？―

国内で京セラさんに当社の製品を採用して頂い

たこともあり、京セラさんのアメリカ法人などを

ウォッチしている方がいらっしゃり、そこからの

口コミで広がりました。

―人材についてお伺いします。採用される方はも

のづくりの経験はありますか？―

私は大学で機械工学を学びました。その学んだ

専門知識が、今の仕事にどれだけ役立っているの

かを考えると、専門知識より一般知識が役立って

いると感じます。大学で学んだことがそのまま社

会で役立っていることの方が、少ないと思いま

す。社会に入り新しく学ぶことが多いと思いま

す。

このため、採用に当たっては、ものづくりの経

験があるなしに関わらず、前向きな考え方を持っ

ていて、努力をするという資質のある方を選んで

います。
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道内企業訪問

― ９ ― ほくよう調査レポート ２０１６年７月号

北海道発のスタンダード製品を

目指す

―人材育成はどのようにされていますか？―

人というのは期待した分だけ、成長すると言わ

れています。「お前なんか期待していないよと」言

われると、仕事をしなくなります。「お前に期待し

ているよ」と言うと、その人は応えてくれると思

います。従業員には期待を伝えることが重要だと

思います。

―大学、高専など、実践的な教育を受けた人を採

用したいという話を多く聞きますが、どのような

お考えですか？―

大学などは基本的なこと、研究の仕方、考え

方、姿勢を学ぶ最初の場であり、次に社会へ出て

与えられた仕事に対する取組姿勢を身に着ける場

だと思います。最初から当社に合う人を採用する

のは無理だと思います。しかし、知識は必ず何か

につながると考えています。単独で知識は存在す

るのではなく、リンクしているものだと思いま

す。その引き出しの数を増やしていくことが重要

だと考えます。

―北海道で事業をする利点は何です

か？―

「北海道は気候がよく、四季があ

り、大自然あり、ゆったりとして、

人が住むには魅力のあるところで

す。その北海道に住んでいる人もの

びのびとし、優秀な人材も多いと思

います。そこが一番の利点」だと思

います。事業をやっていく上では、

長所も短所もなく、それが良いとこ

ろだと思います。今はインターネッ

ト、電話もあり、さらに物流も優れ

ており、距離的な問題は全く感じま

せん。

初めて事業を起こすという方に

は、北海道は良いところだと思います。私も工場

を建設したいと考えて、どこに作ろうかと思い、

全国の工業団地を探しました。もちろん、私の生

まれ育った北海道ということはありますが、それ

を差し引いても良いところだと思います。東京、

川崎、大阪など土地は高いですし、ごみごみして

いる、物流に関しても近所に売るものであれば立

地に影響されますが、全国、世界に売るのであれ

ば、日本のどこでも構わないと思います。

―目指している将来像をお聞かせください。―

ヒートシンク材のS-CMC（スーパー・シー・

エム・シー）がスタンダードになることです。

この製品はまだ送り出した段階であり販売量も

少ないです。まずは、これがたくさん売れること

です。そして、ヒートシンク材と言えばS-CMC

でしょうと、みんなが思い、そして採用してくれ

るように成長させていきたいと思います。

（文責 山内 真二）

【S-CMC（スーパー・シー・エム・シー】

・Cu（銅）とMo（モリブデン）を多層に積層した低熱膨張の

クラッド材を新規に開発。（特許取得済み）

・Moの構成比率を大幅に低減しながら、６ppm／℃～１０ppm／℃

の低熱膨張と、３５０W／mK以上の高熱伝導を達成していること

が特徴。

・スーパーCMCはメタルパッケージの放熱基板、セラミック

スパッケージのヒートシンク、光通信ディバイスの放熱基板

等、各種半導体分野への適用が可能です。
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― １０ ―ほくよう調査レポート ２０１６年７月号

≪ポイント≫

○ 経営環境の変化の中から社会的課題を捉えビジネスチャンスを見出す企業が増加

○ CSR（Corporate Social Responsibility）からCSV（Creating Shared Value）へ

社会的課題解決を意識した経営モデルとしてCSVに注目

○ 新たな事業推進に有効な、外部ネットワーク等の社会関係資本の構築に留意を

○ 北海道企業の競争力強化、イノベーション創出への貢献を目指す『文理融合型大学間連

携事業』の活用を

１．はじめに－経営環境の激変と、経営戦略の方向性－

企業を経営していくには外部と内部の環境を捉え、ビジョンを持ち戦略を展開していかなけれ

ばなりません。勿論、普遍的な要素はありますが基本的に経営環境は日々目まぐるしく、そして

劇的に変化します。生き残るためには、まさしくこの変化に対応できることが重要です。

ご存知の方も多いと思いますが、環境の変化に対応し進化している代表的な企業としては富士

フイルム社があげられるでしょう。かつて写真フィルムを中核に事業を展開していましたが、デ

ジタルカメラの出現によって業態展開が必要になり、富士ゼロックスや液晶材料での事業拡大、

そして現在では再生医療、医薬品が事業の中心となりつつあります１。一昔前と全く違うビジネ

スモデルへ変化しました。

北海道企業を取り巻く経営環境も刻一刻と変化しています。

一番大きな変化は、少子高齢化・人口流出による急激な人口減少でしょう。北海道は人口流出

数が全国と比べて非常に増加している地域です。背景として、特に大学進学、就職と２段階で若

い世代が道外に流出していることがあげられますが、北海道の出生率の低下と合わせて、生産年

齢人口が加速度的に減少しています。生産年齢人口の減少によって、マーケットの縮小、そして

人材確保の点で企業は大きな影響を受けています。

またTPPなど経済連携協定やグローバル化によって取引やモノの流れが変わり、ビジネスモデ

ルそのものを見直さなければならない事態も増えてくることでしょう。さらに情報技術の革新に

よる情報システムの刷新、生産プロセスや業務オペレーションの改善、生産設備の増強、モバイ

ル端末の普及による消費者の購買行動の激しい変化への対応など、経営環境の変化のスピードに

ついていくのも大変な状況です。他にも自然環境や災害、為替、テロに対するリスク管理など

経営のアドバイス

激変する経営環境と経営戦略
―CSV経営のすすめ―

小樽商科大学 グローカル戦略推進センター
産学官連携推進部門 副部門長・准教授

北川 泰治郎

１日経ビジネス『特集－次はiPS 富士フイルム－古森重隆、本業を培養する』２０１５．０７．２０より。
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経営のアドバイス

― １１ ― ほくよう調査レポート ２０１６年７月号

Corporate Social Responsibility Creating Shared Value

価値は「善き行い」 価値は「社会的価値」と「経済的価値」

シチズンシップ、フィランソロピー 企業と社会の共通価値の創出

任意、あるいは必要に迫られて 競争する上で不可欠

企業の業績やCSR実施上の予算制限を受ける 企業の予算全体を再編成する

たとえば、フェア・トレードで取引する
たとえば、調達方法を変えることで品質や生産
量を向上させる

【表：CSRとCSVの違い】

※Harvard Business Review June．２０１１．『共通価値の戦略』より筆者作成

様々な要因にも対応していかなければなりません。

この環境の変化に対し、企業はいかなる戦略軸を持ち、生き残っていくべきなのでしょうか？

近年ではこの環境変化から社会的課題を捉えビジネスチャンスを見出し、新たな事業を展開す

る企業が増えてきています。こうした社会的課題解決への挑戦は、一つのイノベーションにつな

がり社会へ好影響を与えるとともに、持続可能な社会の構築に貢献することでしょう。

以下で「社会的課題解決を意識した経営モデル」と「外部機関との連携」の重要性を紹介します。

２．社会的課題解決を意識した経営モデルとしてのCSV

わが国では自然環境やコンプライアンスなどの問題への対応を通して、企業の社会的責任、い

わゆるCorporate Social Responsibility（以下CSR）が拡大してきました。多くはボランティアや

フィランソロピー、ディスクロージャーの取り組みとして、自社のステークホルダーに対して健

全性、透明性をアピールする側面があったのではないでしょうか。またやや捻くれた見方かもし

れませんが、企業によっては自社のイメージアップのため、又は競合他社が取り組んでいるた

め、CSR活動を時代のトレンドとして実施しなければならないため、というような受動的な動機

としてはじまったケースもあったかもしれません。

しかしながら、CSRの位置付けは２０００年以降、持続可能な社会の構築に向け、変化が見られま

す。短期的な利益を追い求めるビジネスモデルが、社会の問題解決と利益をあげる企業活動との

かい離を大きくしていることや、企業は社会の一員としてその必要性、存在意義が認められるも

のであり、短期的な利益競争ばかりの企業が増え続けると持続可能な社会が実現できないため、

CSRだけでは不十分になってきました。下表はマイケルE．ポーターとマークR．クラマーによる

共著、『共通価値の戦略』２で指摘されているCSRとCreating Shared Value（以下CSV）の違いの一

部ですが、CSVの考え方は、この社会の問題解決と本業である企業活動との共通価値を創造する

ことによって、相互依存関係である社会と経済の発展を進めようとするものです。すなわち、

CSVの取り組みは従来のような受動的なCSRとは異なり、“コスト”ではなく自社が健全でいら

れる社会への投資といえます。

２Harvard Business Review June．２０１１．『マイケルE．ポーター 戦略と競争優位』ダイヤモンド社，（２０１１）より。
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① 製品と市場を見直す。

② バリューチェーンの生産性を再定義する。

③ 企業が拠点を置く地域を支援する産業クラスターをつくる。

また、この『共通価値の戦略』では、企業は社会的価値を創造することで経済的価値を創造で

きるとされており、そのための３つの方法が示されています。

「①製品と市場を見直す」では、本来の基本的なビジネスの考え方である自社の製品が顧客の

役に立つのか、顧客の顧客の役に立つのか、という視点の重要性を改めて踏まえたうえで、健康

や栄養改善、金融安定化、環境負荷など、根本的な社会的ニーズに対応することが示されていま

す。昨今においてはBOP（ベース・オブ・ザ・ピラミッド）３など、政府やNGO/NPOが取り組ん

できた貧困や衛生面をはじめとした生活基盤の強化を機会と捉えるビジネスモデルが主張されて

いますが、こういったソーシャルビジネスで経済的価値を生み出していくことも必要であるとい

えるでしょう。

次に「②バリューチェーンの生産性を再定義する」についてです。企業の生産活動のプロセス

において天然資源や安全衛生、労働条件などに関し発生する社会問題は、企業のバリューチェー

ンに経済的コストを発生させています。したがって、これらの社会問題への対処の仕方が企業の

競争力を大きく左右すると考えられます。業務プロセスの改善において環境負荷の軽減を盛り込

み、今まで以上に電気の使用量を削減することが、最終的にコスト低減による企業の競争力強化

につながることが、その一例です。

最後に、「③企業が拠点を置く地域を支援する産業クラスターをつくる」についてです。後段

でも触れますが、一般的に１社のみで経済活動が成り立つ企業は存在せず、ほとんどの場合、サ

プライヤーやロジスティクス、関連企業などが存在し、ビジネスが循環しています。また企業だ

けではなく、学術機関や法規制・品質基準などの公的資産を身近に利用できる環境が整うこと

で、その地域の輸送能力や教育研修が向上し、地域社会全体のレベルが押し上げられます。地域

社会のレベルが上がることによって経済的価値を生み出す競争力は高まります。

以上のように社会的ニーズへの対応や社会的な問題からの生産プロセスの見直し、地域のイン

フラや能力の向上など社会目的を伴った利益の追求によって、さらに次元の高い資本経済への移

行が実現します。これによって社会と企業の成長を同時に実現する好循環が生まれ、持続的な利

益を獲得していくことができると考えられます。当然のことながら、消費者の意識も変わらなけ

ればならないでしょう。

３．CSVにはイノベーションの視点が不可欠

ここまでCSVについて述べましたが、社会的価値と経済的価値の両方を同時に意識した事業展

開は、どの企業も簡単ではないと思います。しかしながら、現状北海道が置かれている経営環境

３１９９８年にC・K・プラハラッド教授陣が提唱した年間所得１，５００ドル以下の低所得者層の市場。
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でビジネスを実施していくには、競争力を高め、経営の質を上げるCSVへの取り組みは重要であ

り、社会的課題を認識しつつ社会的価値と経済的価値の創出に対応していくためには、イノベー

ションの視点が欠かせません。

イノベーションの視点に関し、デロイトでは、「市場」と「製品」の２軸によるアンゾフの成

長戦略マトリクス（市場浸透、新製品開発、新市場開拓、多角化）は思考が限定的になりドライ

ブされないと考えられています。アンゾフの成長マトリクスの枠を超える７セルマトリクスに

よってイノベーションを分類しており、世の中にとって「全く新しい消費」や「全く新しい市場

やビジネスの創出」「新しい商品／サービス／ビジネスモデルによって競争ルールを変革」を生み

出していくことが、イノベーションの視点として重要な領域とされています４。

換言すれば、かつての市場、製品の延長で考えていてはイノベーションの実現は難しく、語弊

はあるかもしれませんが、CSVは経営モデルそのものの変革であるといえます。

国内企業のCSVの事例として、ファーストリテイリング（以下ユニクロ）の取り組みがありま

す。ユニクロは経済発展がまだ途上のバングラデシュに参入し、グラミン銀行グループと共同し

てグラミンユニクロを設立しています。流石に低価格で販売できるユニクロといえども、月給最

低賃金の水準で４，０００円台とも言われる国ではなかなか商品を販売することは難しい状況です

が、バングラデシュで売れる製品を作れれば同水準の国々でも販売できるようになるという横展

開の波及性も考えているようです５。ただしあくまでも、バングラデシュの市場に早く参入し商

品を売るという考えよりもバングラデシュの為に何ができるかという視点を優先しビジネスが展

開されています。

上述のとおり、“CSV”のために行うというよりも、社会的課題を起点として地域社会が求め

ていることに対して企業として何を提供することができるのかを探求し、社会のニーズに純粋に

応えていくということが重要であり、その結果として、経済性も成り立たせていくことがCSVに

つながると考えられます。古くから日本にある売り手良し、買い手良し、世間良しの「三方よ

し」の精神はCSVと通じるものがあるのかもしれません。

４．外部連携のためのプラットフォームの有用性

マイケルE．ポーターによれば、「クラスターとは、ある特定の分野に属し、相互に関連した、

企業と機関からなる地理的に近接した集団である。これらの企業と機関は、共通性と補完性に

よって結ばれている。」６とされており、クラスターではある特定の製品やサービスの分野におい

て相互に結び付いた企業群と研究機関、シンクタンク、行政などの関連諸機関が近接して存在す

るとされます。また、そのクラスターが競争に影響を与える点ついて、「企業や産業の生産性を

向上」「イノベーションを進める能力を強化」「新規事業の形成」の３つをあげています。

「企業や産業の生産性を向上」については、クラスターにより部品や機械類、人材や情報など

４藤井剛『CSV時代のイノベーション戦略』ファーストプレス（２０１４）６５‐６６ページより。
５Harvard Business Review January．２０１５．『CSV経営』ダイヤモンド社，（２０１５）２８‐３６ページより。
６マイケル・E・ポーター『競争戦略論Ⅱ』（竹内弘高訳）７０ページから引用。
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専門性の高い投入資源へのアクセスが容易になること、クラスターを構成する各機関の補完性に

より外部の資源の活用が可能となること、そして行政などの関与により公共財へのアクセスがで

きるようになることによって、生産性向上が可能になると指摘しています。

また、２つ目の「イノベーションを進める能力を強化」については、クラスター内での非公式

なコミュニケーションを含め人材の交流が活発であると、新しい市場のニーズや技術的な情報を

入手することができる。様々な情報から学習ができる。さらには競合他社との比較やプレッ

シャーなどによってイノベーションを起こしやすくなると述べています。

最後の「新規事業の形成」については、クラスター内での情報交換・ディスカッション・ネッ

トワークの効用から新規事業の参入機会に恵まれることによって、新規事業への協働した取り組

みが発生しやすいことをあげています。

上記のとおり、クラスターによって高度な経営資源へのアクセスが可能となり、人材や情報の

行き来が活発化します。また、時にはクラスター内の各機関との協働や相互のプレッシャーに

よって、リアルタイムで最新の市場ニーズや技術的シーズを把握することができるようになり、

付加価値をもたらす事業の着想・組織化・計画化の早期実現が可能になると考えられます。この

ような状態を支えているのはクラスター内の関係性・人的ネットワークであり、共通のゴールや

価値を持つことができれば、クラスターの外の企業と比べて早く、競争優位性を構築し事業展開

できることになるでしょう。

一方で、CSVでは共通価値、すなわち社会的課題に対していかなるゴールを設定し、イノベー

ションを通じて社会的価値と経済的価値を生み出していくかが重要なプロセスであると述べてき

ましたが、このプロセスにおいて、共通性という要素の社会的価値について関係機関で認識する

ことができても、補完性のある各機関との連携が難しいことが問題点として指摘されています。

わが国は、クラスターについて２００１年に経済産業省の「産業クラスター計画」、２００２年には文

部科学省から「知的クラスター創成事業」など、様々な取り組みを進めてきましたが、充分な成

果をあげたとはいえません。「自前至上主義」、「強い業界意識」、「弱い官民の連携」などにより、

連携がうまくいかないケースが多く見られます。典型的な例として携帯電話のガラパゴス化が指

摘されますが、その原因としては、わが国は連携が苦手で、「つながりにくい」文化を持つこと

があるようです７。

このままではグローバル競争の世界で明らかに引き離されてしまいます。このため、昨今にお

いては新規事業を早くたくさん生み出していくためのオープンイノベーションが意識され、その

消極的な習慣から抜け出そうとする動きがみられます。狭い世界に閉じこまらず、良きビジネス

パートナーを見つけ自社の事業を波及させていくことは、グローバル化の時代に基本的なことと

いえるでしょう。ここに連携のためのプラットフォームの大きな存在価値、有用性を見出すこと

ができます。

７三宅孝之／島崎崇『３０００億円の事業を生み出す［ビジネスプロデュース］戦略』PHP研究所（２０１５）より。
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５．社会関係資本を大きくすることの意義

筆者が産学官連携に携わっている中で大切にしているのが、社会関係資本の考え方です。経営

にはヒト、モノ、カネ、情報と言った資源が必須ですが、その資源を活用して事業を展開してい

くには多くの人間の関わりや、様々な交渉、協力が必要です。先述のイノベーションを生み出す

こと、そして連携するプラットフォームを構築していくことも同様に人間関係の良し悪しが大き

く成否を左右します。この人の関係性、ネットワークから得られる資源、ナレッジやアイデア、

ビジネスチャンス、精神的なサポート、信頼、協力などによって成功確率が高まります。このよ

うに、自社単独での新たな取り組みや外部機関と連携した新しい事業が推進されるのに、社会関

係資本は非常に重要な役割を果たすとされます８。多くの経営者は何らかのネットワークに属し

ていると思いますが、そのネットワークからできた、つながり、協力、人との出会いや紹介に

よって発生した良質な取り組みの経験をお持ちの方も多いのではないでしょうか。

アメリカで行われた調査では多様なネットワークに属している人はウイルスの感染度が低いと

いう調査結果が出ていますし、ベンチャービジネスの資金調達については約７５％が金融機関以外

の友人や知人、家族などの非公式な投資ルートであったというデータもあるとのことです。確か

に多くの人と出会い、コミュニケーションが活発な方は免疫力が高まっているとも思いますが、

社会関係資本の観点からすると、予防方法や抵抗力を高める体のケアについてのノウハウを聞い

たりする機会に恵まれているからではないでしょうか。投資ルートについても、人から信頼され

パーソナリティを評価されている人が周囲の身近な人から投資を受けやすいということは、ベー

スとなる社会関係資本を多く持っている結果といえるでしょう。

また、この社会関係資本の構築において重要な視点は、行動が利他的であるということです。

企業競争の中で利他的にすべて行動していてはそもそも生き残れませんが、逆に常に利己的に独

り勝ちを目指したところで、良い経営にはなりませんし市場も機能しません。顧客や取引先など

相手がいてはじめて事業、ビジネスが成り立つわけですので、いかに相手に貢献するかという意

識は大切なことです。「情けは人の為ならず」という諺もありますが、これも古くから日本が持っ

ている感覚、文化と思います。

６．おわりに－『文理融合型大学間連携事業』を活用し競争力強化・イノベーション創出を－

前項までに経営環境の変化に対応することの重要性、生き残るための新たな事業への展開を述

べてきました。昨今においては持続可能な社会への意識が高まってきており、企業はそういった

経営環境の変化、世の中のニーズに対応しながら戦略を進める必要があります。

イノベーションといっても当然、簡単なことではありませんし、どこから手を付けて良いのか

模索している企業も多いことでしょう。また、CSVは財務的・組織的に余裕のある企業の取り組

みであり、世間の多くの企業からはハードルの高い経営モデルだと指摘を受けるかもしれませ

ん。しかし、今一度企業としての根本的な存在意義や社会のニーズに向き合い、事業を再構築す

８Baker.W 中島豊訳『ソーシャル・キャピタル』ダイヤモンド社．（２００１）より。
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図：文理融合型ビジネス開発プラットフォーム概念図

ることで、新しい事業領域へ自社を導くことができるかもしれません。勿論、理論だけではなく

「情熱」がなければ人も事業も動きません。最後はその信念・思いを相手に伝え、良質なネット

ワークを活用して協力者を増やし巻き込んでいくことが何より重要です。

筆者が属する小樽商科大学グローカル戦略推進センター産学官連携推進部門ではビジネスサ

ポートを行っています。民間企業をはじめとして外部機関の方から受付したビジネス相談につい

て内容を吟味し、本学の専門の教員や提携しているプロフェッショナルなコンサルタントと連携

するなどして取り組んでいます。

また昨年から、上記ビジネスサポートというメニューを用意しながら文理融合型のビジネス開

発プラットフォームを展開しています。これは本学の卒業生や普段から連携している外部機関な

どの人的ネットワークを活用し、経営・経済の知見と理工系大学の持つ技術的な研究を融合さ

せ、北海道企業の競争力強化、イノベーションの創出に貢献していこうとするものです。ここで

は民間企業が加わり共同研究を展開しながら技術的なシーズと市場のニーズを分析しながら事業

化を支援していくということを想定しており、既に進められている共同研究もあります。

新しい事業を検討している企業の方、イノベーション創出へ向けて新たな人的ネットワークへ

アクセスしたい方は、ご活用頂ければと思います。

＜問い合わせ先＞

国立大学法人小樽商科大学グローカル戦略推進センター産学官連携推進部門

〒０４７‐８５０１ 小樽市緑３丁目５番２１号 小樽商科大学２号館１階

TEL：０１３４‐２７‐５２９０ FAX：０１３４‐２７‐５２９３

E-mail：cbcjimu@office.otaru-uc.ac.jp URL：http：//office.cbc-s.otaru-uc.ac.jp/
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・マイケル・E・ポーター竹内弘高訳『競争戦略論Ⅱ』ダイヤモンド社（１９９９）

・マルコ・イアンシティ／ロイ・レビーン『キーンストーン戦略』（杉本幸太郎訳）翔泳社

（２００７）

・三宅孝之／島崎崇『３０００億円の事業を生み出す［ビジネスプロデュース］戦略』PHP研究所

（２０１５）

・吉田健太郎『地域再生と文系産学連携』同友館（２０１４）

・Baker.W 中島豊 訳『ソーシャル・キャピタル』ダイヤモンド社．（２００１）

・Nan Lin 筒井淳也／石田光規／桜井政成／三輪哲／土岐智賀子 訳『ソーシャル・キャピタ

ル』ミネルヴァ書房（２００８）

［雑 誌］

・日経ビジネス『特集－次はiPS 富士フイルム－古森重隆、本業を培養する』２０１５．０７．２０

・Harvard Business Review June．２０１１．『マイケルE．ポーター 戦略と競争優位』ダイヤモンド

社，（２０１１）

・Harvard Business Review January．２０１５．『CSV経営』ダイヤモンド社，（２０１５）

＜執筆者略歴＞

１９７５年 北海道札幌市生まれ

１９９４年 北海道札幌西高校 卒業

２０００年 小樽商科大学商学部 卒業

同 年 日立製作所に入社

２００６年 小樽商科大学大学院商学研究科アントレプレナーシップ専攻入学

２００８年 同上修了（経営管理修士：MBA）

同 年 日本オラクルへ転職

２０１２年 小樽商科大学ビジネス創造センター准教授に着任

２０１５年 同センター副センター長に就任

２０１６年 小樽商科大学グローカル戦略推進センター 産学官連携推進部門に改組
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― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１６年７月号

アリババが運営するECモール「天猫
（Tmall）」によるイベント告知

＜ネットビジネスの隆盛＞

中国の個人に対する輸入品の販売モデルとして最近注目

されているものに越境電子商取引（以下、越境EC）が挙

げられます。中国の各ネット通販サイトで毎年１１月１１日に

開かれる一大販促イベント「双十一」は年々過熱してお

り、電子商取引大手・阿里巴巴（アリババ）では昨年の１

日取引額が過去最高の９１２億元超（約１兆７，６００億円、前年

比６０％増）となりました。小売市場において電子ビジネス

は急速な拡大を続けており、中国電子ビジネス研究セン

ターによると、２０１４年のネット小売り販売規模は２兆

８，２１１億元（前年比４９．７％増）に達し、社会消費品小売総

額（中国における個人消費額を示す統計、出所：中国国家

統計局）の１０．８％を占めるまでになっています。訪日中国

人の爆買いに象徴されるように、日本製品の中国での人気

は急上昇しており、日本企業にとっても越境ECは、巨大

消費市場・中国に挑戦する重要なツールになりつつありま

す。

＜越境ECの仕組み＞

越境ECとは、中国と外国間（輸出・輸入）のインターネット取引を指しますが、特定の条件

を満たした場合、通関優遇措置・軽減税率を享受できます。特に中国の輸入段階課税（関税・増

値税・消費税）が高額であることから、この軽減を期待して、この制度に基づく輸入が注目を集

めているのです。

この輸入取引は大きく２つに類型されます。１つは「直送」、これは商品が外国企業より中国

の消費者に直接配送される方式で、この取引のマッチングを電子ショッピングモールが行うもの

です。もう１つは「保税区域経由」、これは外国から貨物が保税区域に輸送され、暫定的に保管

された後に、マッチングが成立した商品から、区外の中国人消費者に配送する方式です。「保税区

域経由」は、保税区域での保管料が必要となるものの、一定量の貨物を保税状態でまとめて保管

しておけることから、輸送費の軽減や、簡易課税方式（税関が輸出入業者から事前に提出された

貨物輸出入申告リストに基づき配送を許可し、事後まとめて通関を行う方式）が認められると

いったメリットがあります。いずれの方式でも課税優遇を受けるためには、越境ECプラット

ホーム（電子ショッピングモールシステム）を税関システムに連動させることが必要です。

アジアニュース

中国の越境ECビジネスについて
北洋銀行 上海事務所

田中 雅啓
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アジアニュース

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１６年７月号

＜課税内容と税制改正＞（別表１参照）

越境ECの課税優遇とは、通常の輸入段階課税（関税・増値税・消費税）ではなく、行郵税が

適用されることです。行郵税とは個人輸入等に適用される簡易課税方式で、税率はこれまで、商

品によって異なるものの、食品・飲料１０％、酒類５０％、衣類２０％、化粧品５０％など４税率区分で

した。通常輸入では、増値税（１７％）・関税（平均関税率１０％以下ながら商品によって３０～４０％）・

消費税（対象品のみ。化粧品の場合３０％）の課税が行われるため、商品によっては行郵税の課税

メリットが認められます。

しかし、「越境電子商取引小売り輸入税収政策に関する通知」により、２０１６年４月８日から課

税方式が大幅に変更されました。それによると、①越境ECに関しては、行郵税ではなく通常の

輸入段階課税を適用する。②１回当たりの取引額が２，０００元以内、同一個人の年間取引額が２万

元以内の個人輸入商品に対しては、暫定的に関税を０％とし、増値税、消費税は法廷納税額の

７０％が徴収される。③越境ECの対象となる小口貨物輸入リスト（食品や衣料、家電など計１，２９３

品目）が公布され、これに該当しない商品は一般貿易税制に基づく課税対象となる―などが主な

変更点です。

さらに、「入国物品輸入税の調整に関連する問題についての通達」により、越境ECを利用しな

い個人輸入や携帯入国する商品については、引き続き行郵税が適用されますが、上記４税率から

３税率：１５％・３０％・６０％に変更されました。これらの税制改正は非正規の代理輸入ビジネスを

規制し、同一商品での税負担の不公平を是正するためのものとされています。

＜新たな動き～上に政策あれば、下に対策あり＞

こうした実質的な増税となる新税制への移行を受けて、取扱商品を値上げする動きや、小口貨

物輸入リストにない商品の一般貿易手続きが円滑に行えず保税区への入庫が滞るなど、越境EC

を手掛ける企業の間で混乱が生じている一方、新たな対

策を講じる企業も出てきています。

越境EC商品のうち、税関システムと連動せずに、中

国の消費者から注文を受けてから個人や業者が海外現地

で商品を購入し、これを直接消費者に配送する方式の商

品には、依然として「行郵税」のみが課税されていま

す。この方式を利用するため、海外製品のネット通販プ

ラットホーム「洋碼頭」を運営している上海洋碼頭網絡

技術は、１０億円をかけて日本でEC向け倉庫を拡張する

と発表しました。他の越境EC業者の間でも、保税区経

由のビジネスから直接配送するビジネスに切り替える動

きが活発化しており、商品の集積地を保税区（国内）か

ら商品調達地（海外）に移す必要性から、日本や香港で

中国企業による倉庫の需要が急速に高まっています。

洋碼頭では、専用航空便を週４０便確保し、
商品は世界中の拠点から７日以内で到着す
るとしています。また、日本を含む６ヶ国
に１１の倉庫を設置しています。
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アジアニュース

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０１６年７月号

観光客で賑わう
狸小路商店街

従来の規定 ２０１６年４月８日以降の新税制

個人配送物（越境EC含む） 個人配送物 越境EC

・税率

商品の種類ごとに、

１０％・２０％・３０％・５０％

の行郵税

・免税

税額５０元以下の場合

・取引制限額

１回１，０００元以内（超過

した場合は返送か一般貿

易扱い）

・税率

商品の種類ごとに、

１５％・３０％・６０％の行郵

税

・免税

税額５０元以下の場合

・取引制限額

１回１，０００元以内（超過

した場合は返送か一般貿

易扱い）

・関税

０％（暫定）

・増値税

１１．９％（法定：１７％の７

割～暫定）

・消費税

法定納税額の７割

・取引制限額

１回２，０００元以内

年間２０，０００元以内

（超過した場合、一般貿

易扱い）
（注意）本資料は公開情報に基づき作成していますが、その正確性、信頼性を保証するものではありません。

＜インバウンド業界の事例＞

千葉市幕張にある商業施設「プレナ幕張」内のドラッグストア

「Butler（バトラー）」では、中国人の間で広く使われている

チャットアプリ「微信」に連動した決済サービス「微信支付」を

導入し、購入者に対し帰国後も店舗や商品の情報を提供し続け、

越境ECによる販売に結びつけています。また、サッポロドラッ

グストアーは、中国宅配大手の順豊速運が開設したネット通販サ

イトに出品、中国人訪日客が店頭で商品棚に付いた、QRコード

をスマホで読み取ることにより、帰国後も通販サイトから購入で

きるサービスを開始しています。

＜まとめ＞

所得の増大に伴い購買力の高まった中国の消費者が今最も求め

ているのは、安心・安全で魅力のある日本品質の商品です。各

ネット通販業者が日本製の商品に特化した「日本館」を次々と立

ち上げており、日本製品の出品機会は拡大しています。膨大な出店企業の中で、知名度のない商

品が選ばれるための工夫や、商慣習の違い、規制変更などに注意を払う必要がありますが、越境

ECは巨大マーケットへの参入手段として大きな可能性を感じさせます。

【別表１：越境EC小売輸入における新旧税率の比較】
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― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０１６年７月号

経済コラム 北斗星

マイナス金利と経済活動
日本銀行が本年１月２９日に「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」の導入に踏み切って

以降、「その効果が何時どのように現実の経済活動に現れてくるのか」に大方の関心が高

まっている。この間、黒田日銀総裁は、「預金金利はマイナスとなることはないだろう」と

述べる一方、記者会見で「必要ならば、いくらでもマイナス金利を深掘りできる」（４月２９

日、日本経済新聞）とも発言している。金利政策としては、プラス金利からゼロ金利を経て

さらにマイナス金利へと、確かに数字は連続の世界ということなのかもしれない。しかし、

国民の経済活動においては、金利のプラスとマイナスの世界には大きな断絶があるように思

えてならない。

この間題を、銀行の業務に即して、資金の「運用」という観点から考えてみたい。銀行

は、お客様から「預金」を受け入れ、これを「貸出」や「有価証券」に運用することによ

り、国民の経済活動において、いわゆる金融仲介機能を果たしている。銀行預金は、元本が

保証されているうえ、万一銀行が破綻しても、預金保険が付されているので、預金者は、低

金利ながら安全性の高い商品として、銀行預金を資金の運用手段として用いている。銀行

は、この預金をベースに資金を必要としている企業や個人に対して、預金金利より高めの金

利で貸出を行う一方、貸出で運用しきれない余裕資金を「有価証券」等に運用して、それら

の利鞘を収益の源泉としている。こうした運用の世界では、「金利」は常にプラスの世界

だ。

今、貸出金利や有価証券利回りが、マイナスの世界を考えてみよう。資金を必要とする企

業や個人のニーズに応えるためには、銀行はよりマイナス金利幅の大きい資金で賄わなけれ

ばならない。従って、銀行預金にもマイナス金利を付すことが必要となるが、預金者は、資

金の運用手段としてマイナス金利を選択するとは思えない。すなわち、預金するよりも現金

で持っていた方がまだましということになる。自ら現金を保有するよりは、安全な銀行に現

金を預けておくという人もいるかもしれない。しかし、これは金利を放棄する代わりに、預

金者が銀行に「現金保管手数料」を支払うということになり、運用とは別の取引動機となっ

てしまう。一方、銀行は、マイナス金利の下で預金者から預かった保管現金を減らすような

運用は出来ないから（この現金を日銀に持ち込むと日銀にマイナス金利すなわち保管手数料

を取られる）、現金を保管するだけの倉庫業に成り下がってしまう。

ここで述べたことは、やや極端に事態を簡略化しているきらいもあるが、マイナス金利の

世界が続くと銀行の金融仲介機能が弱体化していくことは確かだ。「運用」という取引動機が

毀損されると、「経済活動」は活発化するどころか停滞することにもなりかねない。経済学

の世界でも、金利が極めて低い場合には、金融緩和の効果が働きにくいということは、いわ

ゆる「流動性のわな」の概念でよく知られた事実である。マイナス金利を「深掘りする」と

いう言葉の背後に、この「流動性のわな」に陥って、「出口」に向かってもがき苦しむ姿が

見えるような気がしてならない。

（平成２８年５月２６日 北洋銀行会長 横内 龍三）
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 r ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ r ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ r１０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２７年度 r ９４．８ △２．６ ９７．４ △１．０ r ９５．６ △０．５ ９６．３ △１．２ r１００．６ △３．３ １０６．８ １．８

２７年１～３月 r ９７．１ １．７ ９９．３ １．１ r ９７．１ １．８ ９８．２ ０．７ r１０７．０ ２．８ １１３．３ ０．９
４～６月 r ９５．２ △２．０ ９８．０ △１．３ r ９７．１ ０．０ ９６．９ △１．３ r１０２．１ △４．６ １１３．９ ０．５
７～９月 r ９５．４ ０．２ ９７．０ △１．０ r ９５．７ △１．４ ９６．２ △０．７ r１０１．３ △０．８ １１３．３ △０．５
１０～１２月 r ９４．２ △１．３ ９７．１ ０．１ r ９４．９ △０．８ ９６．６ ０．４ r１００．３ △１．０ １１２．７ △０．５

２８年１～３月 r ９３．３ △１．０ ９６．１ △１．０ r ９２．９ △２．１ ９４．７ △２．０ r１０３．５ ３．２ １１５．４ ２．４
２７年 ４月 r ９６．８ ０．１ ９８．９ ０．７ r ９７．５ ０．５ ９７．６ ０．９ r１０５．２ △１．７ １１３．３ ０．０

５月 r ９３．０ △３．９ ９６．７ △２．２ r ９５．７ △１．８ ９６．２ △１．４ r１０２．１ △２．９ １１３．０ △０．３
６月 r ９５．７ ２．９ ９８．３ １．７ r ９８．０ ２．４ ９６．８ ０．６ r１０２．１ ０．０ １１３．９ ０．８
７月 r ９５．１ △０．６ ９７．４ △０．９ r ９６．５ △１．５ ９６．２ △０．６ r１０２．６ ０．５ １１３．２ △０．６
８月 r ９６．６ １．６ ９６．７ △０．７ r ９５．７ △０．８ ９６．４ ０．２ r１０２．６ ０．０ １１３．４ ０．２
９月 r ９４．５ △２．２ ９７．０ ０．３ r ９４．８ △０．９ ９６．１ △０．３ r１０１．３ △１．３ １１３．３ △０．１
１０月 r ９４．６ ０．１ ９８．２ １．２ r ９４．５ △０．３ ９８．６ ２．６ r１００．９ △０．４ １１１．９ △１．２
１１月 r ９４．４ △０．２ ９７．１ △１．１ r ９５．５ １．１ ９６．２ △２．４ r１００．３ △０．６ １１２．３ ０．４
１２月 r ９３．７ △０．７ ９５．９ △１．２ r ９４．７ △０．８ ９４．９ △１．４ r１００．３ ０．０ １１２．７ ０．４

２８年 １月 r ９３．２ △０．５ ９８．３ ２．５ r ９２．４ △２．４ ９６．８ ２．０ r１０３．０ ２．７ １１２．４ △０．３
２月 r ９２．６ △０．６ ９３．２ △５．２ r ９０．７ △１．８ ９２．８ △４．１ r１０３．３ ０．３ １１２．２ △０．２
３月 r ９４．２ １．７ ９６．７ ３．８ r ９５．７ ５．５ ９４．５ １．８ r１０３．５ ０．２ １１５．４ ２．９
４月 p９４．０ △０．２ ９７．２ ０．５ p９４．０ △１．８ ９６．０ １．６ p１０４．８ １．３ １１３．４ △１．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２７年度 ９６１，５５４ ３．３ １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ １３１，４７７ ３．３

２７年１～３月 ２３７，５４８△４．２ ４９，３５４△３．９ ５４，０８０ △６．８ １６，９４６ △６．９ １８３，４６８ △３．４ ３２，４０７ △２．３
４～６月 ２３８，７０６ ４．４ ４９，４２３ ５．３ ４８，００３ ４．２ １６，０３４ ５．９ １９０，７０３ ４．５ ３３，３８９ ５．０
７～９月 ２３０，５４９ ２．７ ４８，２２８ ２．８ ４９，５３５ ０．７ １５，９６４ ２．１ １８１，０１４ ３．２ ３２，２６４ ３．２
１０～１２月 ２５７，６１５ ２．２ ５３，４８７ １．３ ５９，６０８ △１．０ １９，３１４ ０．１ １９８，００７ ３．０ ３４，１７３ １．７

２８年１～３月 ２３４，６８５ ３．９ ４８，２６３ １．７ ５３，０４４ △１．９ １６，６１２ △２．０ １８１，６４１ ５．５ ３１，６５１ ３．５
２７年 ４月 ７８，５０２ ７．７ １６，０８１ ９．５ １５，６４５ １１．３ ５，２２３ １３．２ ６２，８５７ ６．８ １０，８５８ ７．９

５月 ８１，６６０ ５．６ １６，９２９ ６．３ １６，３５６ ５．１ ５，４１８ ５．８ ６５，３０４ ５．７ １１，５１０ ６．５
６月 ７８，５４４ ０．３ １６，４１３ ０．６ １６，００２ △２．７ ５，３９３ △０．２ ６２，５４２ １．０ １１，０２０ １．０
７月 ７９，３１１ ３．３ １７，０５７ ３．２ １８，０７１ ２．４ ６，１９１ ３．１ ６１，２４０ ３．４ １０，８６７ ３．１
８月 ７９，１７６ ３．０ １６，０５６ ２．６ １５，７９７ ０．２ ４，８３２ ２．０ ６３，３７９ ３．８ １１，２２５ ３．２
９月 ７２，０６２ １．６ １５，１１４ ２．６ １５，６６７ △０．８ ４，９４１ １．１ ５６，３９５ ２．３ １０，１７３ ３．４
１０月 ７６，８６４ ３．０ １６，０７２ ４．０ １７，３６９ ０．１ ５，４９６ ３．８ ５９，４９５ ３．７ １０，５７６ ４．０
１１月 ７８，１４９ ０．１ １６，４９０△０．８ １７，７９２ △３．９ ５，９９２ △２．９ ６０，３５７ １．１ １０，４９９ ０．１
１２月 １０２，６０２ ３．３ ２０，９２５ ０．９ ２４，４４６ ０．５ ７，８２６ △０．１ ７８，１５５ ３．９ １３，０９９ １．２

２８年 １月 ８０，７４４ ５．１ １６，９１３ ２．１ １８，５３３ △０．１ ５，８６９ △２．１ ６２，２１１ ６．４ １１，０４４ ４．３
２月 ７２，９０８ ４．７ １４，８８６ ３．３ １５，８０８ △３．３ ４，９１２ △０．３ ５７，１００ ６．９ ９，９７４ ５．０
３月 ８１，０３３ ２．２ １６，４６３△０．２ １８，７０３ △２．５ ５，８３１ △３．２ ６２，３３０ ３．４ １０，６３３ １．３
４月 ７５，５２３ １．２ １５，４５６△０．１ １５，０８１ △３．６ ５，０１２ △４．０ ６０，４４３ ２．５ １０，４４３ １．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０１６年７月号

ｏ．２４０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２２～０２５　主要経済指標　※項目増  2016.06.21 17.48.56  Page 22 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２４年度 － － － － － － － － － － － －
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２７年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ ５４，６７０ ９．０ １３１，５８９ ２．４ ３３，１５８ ２．０

２７年１～３月 ３４，９８３△２７．３ １０，７２２△２４．８ ５２，４２７ ２．１ １２，５２０ △１．６ ２４，８８６ △１１．４ ７，１４９ △１１．６
４～６月 ２９，２６３ ７．３ ９，７１１ ５．２ ５３，６９３ ５．１ １３，３８１ １２．４ ３６，７３５ ４．１ ８，７５０ ３．９
７～９月 ３４，０７２ ７．０ １１，０５０ ３．８ ５９，０４４ ９．４ １３，７２６ ７．８ ３２，７１４ ２．９ ８，２７２ ２．６
１０～１２月 ３６，９７５ ２．８ １０，９８３△１．８ ５８，４８７ １０．６ １３，９８２ ７．５ ３６，８０９ ０．７ ８，８４１ △０．５

２８年１～３月 ３６，５０６ ４．４ １０，５４４△１．７ ５８，５９６ １１．８ １３，５８２ ８．５ ２５，３３１ １．８ ７，２９５ ２．０
２７年 ４月 ９，７９９ １２．４ ３，１６６ １０．４ １７，０６１ △８．５ ４，２２２ １３．４ １１，６８２ ８．７ ２，８５５ ５．１

５月 ９，８２５ １２．２ ３，２９３ １１．３ １７，７４２ １７．０ ４，６１９ １５．１ １３，８０８ ６．２ ３，１９３ ７．８
６月 ９，６３９△１．５ ３，２５２△４．６ １８，８９０ ９．２ ４，５４０ ８．８ １１，２４５ △２．４ ２，７０２ △１．３
７月 １１，１９５ ９．３ ４，１３５ ４．８ １９，５８３ ８．０ ４，７０９ ７．６ １１，６３６ ５．４ ２，８３１ １．９
８月 １２，１９８ ８．１ ３，８０４ ６．７ ２０，３６１ １１．０ ４，６７５ ９．１ １１，２３５ ０．６ ２，８６２ ３．７
９月 １０，６７９ ３．６ ３，１１１△０．６ １９，１００ ９．３ ４，３４２ ６．５ ９，８４３ ２．５ ２，５７９ ２．３
１０月 １０，４９８ ４．３ ３，０５０ ２．０ １９，１６１ １１．１ ４，５５１ ９．７ １１，３８６ ３．１ ２，７４９ ４．２
１１月 １１，２５５△３．０ ３，３５８△３．７ １９，１９８ １０．８ ４，４３２ ７．３ １１，５３７ ０．９ ２，７１６ △２．３
１２月 １５，２２２ ６．６ ４，５７５△２．８ ２０，１２８ １０．０ ５，０００ ５．７ １３，８８６ △１．３ ３，３７６ △２．７

２８年 １月 １３，０８８ １０．２ ３，７３７ ３．２ ２０，４５５ ８．１ ４，４４７ ８．０ ８，６３６ ３．８ ２，４３１ ３．１
２月 ９，８９８ ３．７ ２，９８９△１．２ １９，６１３ １３．９ ４，４３６ １０．８ ７，２２７ ３．７ ２，２３４ ２．３
３月 １３，５２０△０．３ ３，８１８△６．３ １８，５２８ １３．８ ４，６９８ ６．８ ９，４６８ △１．３ ２，６３０ ０．９
４月 １０，３３５ ５．５ ３，１３７△０．９ １９，２２３ １２．７ ４，６２５ ９．５ １１，６８２ ０．０ ２，９４９ ３．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ ２７６，３８１ ８．１ ２８７，７０１ １．３ １１，７２２ ８．６ ４８３ ３７．６
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２７年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８１７ ４．１ １，２４３ ３３．６

２７年１～３月 １２３，８６０ ３．１ ２５，３５１ ５．０ ２５４，２０９ △３．５ ２９１，０１９ △４．０ ２，７２０ ２．７ ２８８ ４６．５
４～６月 １３３，３４４ ４．２ ２７，２３１ ６．５ ２５０，６２５ △９．１ ２８５，１８８ １．１ ２，９３４ ３．７ ２３５ ４７．９
７～９月 １４６，９１８ ３．３ ２９，１８２ ５．３ ２４８，９１１ ０．０ ２８１，９７９ １．０ ３，８９６ ２．８ ３２４ ３０．７
１０～１２月 １３７，８５２ ２．６ ２８，１９２ ５．１ ２７０，６２６ ４．４ ２９１，３０８ △３．０ ３，１０８ ４．８ ３０８ ３０．７

２８年１～３月 １２６，８５５ ２．４ ２６，６７３ ５．２ ２５０，０７２ △１．６ ２８３，８７９ △２．５ ２，８７９ ５．８ ３７６ ３０．７
２７年 ４月 ４２，７５１ ８．０ ８，７９６ ８．４ ２５９，１９１ △１４．４ ３００，４８０ △０．５ ８２２ ４．６ ６９ ５７．４

５月 ４５，６４０ ３．８ ９，３４８ ６．５ ２５１，７０６ △４．０ ２８６，４３３ ５．５ １，０２９ ３．７ ８５ ４７．４
６月 ４４，９５３ １．２ ９，０８７ ４．７ ２４０，９７７ △８．０ ２６８，６５２ △１．５ １，０８３ ２．９ ８１ ４１．２
７月 ５０，４２２ ３．２ １０，０３２ ５．３ ２４３，２３０ △７．８ ２８０，４７１ ０．１ １，２２１ ３．５ １３０ ２６．２
８月 ５０，３７２ ３．２ ９，９６１ ５．５ ２３９，５４３ △６．６ ２９１，１５６ ３．２ １，４０４ ０．６ １１４ ３２．８
９月 ４６，１２４ ３．４ ９，１８９ ５．１ ２６３，９５９ １６．６ ２７４，３０９ △０．３ １，２７１ ４．５ ８１ ３５．４
１０月 ４６，４３１ ３．８ ９，４８４ ６．１ ２５６，３７２ △１．９ ２８２，４０１ △２．１ １，１５４ ３．９ ９６ ３０．４
１１月 ４３，８７８ ２．１ ８，９９０ ４．２ ２６２，５６６ １４．４ ２７３，２６８ △２．５ ９５９ ３．４ ７７ ２１．９
１２月 ４７，５４３ ２．０ ９，７１８ ５．１ ２９２，９３９ ２．２ ３１８，２５４ △４．２ ９９４ ７．２ １３５ ３６．４

２８年 １月 ４２，５５１ １．６ ８，８４９ ４．８ ２５１，２９６ ０．９ ２８０，９７３ △３．１ ９１４ ７．７ １３９ ４６．７
２月 ４０，２４７ ４．９ ８，４５３ ７．６ ２３６，１６９ ０．６ ２６９，７７４ １．６ ９３４ ４．４ １４１ ２７．５
３月 ４４，０５７ １．１ ９，３７１ ３．５ ２６２，７５０ △５．８ ３００，８８９ △５．３ １，０３２ ５．６ ９５ １６．６
４月 ４３，１１４ ０．８ ９，１９０ ４．５ ２５６，１８９ △１．２ ２９８，５２０ △０．７ ９３５ １３．７ p ７５ ８．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１６年７月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ １，６４７ ７．０ ４４，５５９ １０．０ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，６７９ ７．０ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．６ ９７，８０５ ０．８
２７年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，２７８ △１．６ １０１，８３８ ４．１

２７年１～３月 ４，８６１ △３．０ ２，０５２ △５．４ ３３９ △１１．７ １０，５１０ △６．１ ２７，８８５ ３．３
４～６月 ９，４４８ ６．０ ２，３５５ ７．６ ５０３ △２０．１ １２，０２９ ２．８ ２５，５８０ １２．４
７～９月 １０，２４０ １６．０ ２，３６４ ６．２ ６２２ ２６．１ １１，５２７ １．５ ２４，５２７ △０．９
１０～１２月 ９，２２７ △４．１ ２，３２３ △０．７ ３４８ １３．４ １０，５１７ △８．１ ２２，８９８ ２．１

２８年１～３月 ５，４１４ １１．４ ２，１６４ ５．５ ２８９ △１４．６ １０，２０５ △２．９ ２８，８３２ ３．４
２７年 ４月 ３，４０２ ５．１ ７５６ ０．４ １８６ △１８．５ ４，２６９ ７．２ ８，４１３ ３．０

５月 ２，７７３ ８．４ ７１７ ５．８ １６５ △９．１ ３，９００ １０．１ ７，６５０ １９．３
６月 ３，２７３ ４．９ ８８１ １６．３ １５３ △３０．８ ３，８６１ △７．６ ９，５１８ １６．６
７月 ３，４０１ １５．２ ７８３ ７．４ １８１ ４．３ ４，２１０ １０．８ ７，４１９ ２．８
８月 ３，４５０ ２２．３ ８０３ ８．８ ２２４ ４０．４ ３，６７５ △５．６ ６，５８２ △３．５
９月 ３，３８９ １０．９ ７７９ ２．６ ２１７ ３５．５ ３，６４１ △０．７ １０，５２６ △１．７
１０月 ３，３１３ △３．１ ７７２ △２．５ １６９ ４６．０ ３，７２６ △２０．２ ７，６９７ １０．３
１１月 ３，１５５ △８．９ ７９７ １．７ １００ ８．９ ３，３２９ △５．５ ６，６８６ １．２
１２月 ２，７５９ ０．９ ７５５ △１．３ ７９ △２０．５ ３，４６２ ６．５ ８，５１６ △３．６

２８年 １月 １，１８６ １７．１ ６７８ ０．２ ５６ △９．０ ３，０５９ △１１．９ ７，２９５ ８．４
２月 １，５７８ ０．９ ７２８ ７．８ ６２ △７１．３ ３，５５８ △１２．４ ７，３６１ △０．７
３月 ２，６５０ １６．０ ７５７ ８．４ １７１ １８５．４ ３，５８９ ２０．７ １４，１７７ ３．２
４月 ３，５６６ ４．８ ８２４ ９．０ １３６ △２６．５ ３，２７９ △２３．２ ７，７２１ △８．２

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２７年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６

２７年１～３月 ５０，６８７ △１７．５ １５，３７２ △１５．８ １５，９８７ △２１．１ １９，３２８ △１５．７ １，３４４，０２９ △１５．５
４～６月 ４２，２８６ △３．６ １２，５３０ １０．１ １６，６６０ ３．５ １３，０９６ △２０．０ ９０７，７２３ △７．０
７～９月 ４３，３１５ △７．０ １３，７０８ △０．４ １６，４０９ ２．９ １３，１９８ △２１．７ １，０２７，０３６ △７．０
１０～１２月 ３５，０３２ △８．５ １１，１７４ ７．２ １１，９２３ △３．２ １１，９３５ △２３．２ ９３７，１０１ △８．９

２８年１～３月 ４８，０７５ △５．２ １７，７４９ １５．５ １４，３９８ △９．９ １５，９２８ △１７．６ １，２４３，５７６ △７．５
２７年 ４月 １３，０９２ △２．１ ４，０４３ ２０．５ ５，２１６ ３．２ ３，８３３ △２２．８ ２６３，３７４ △１０．１

５月 １２，３９６ △８．１ ３，６００ ２．４ ４，６９０ ４．６ ４，１０６ △２５．２ ２７９，４１９ △８．２
６月 １６，７９８ △１．２ ４，８８７ ８．２ ６，７５４ ２．８ ５，１５７ △１２．９ ３６４，９３０ △３．８
７月 １６，７１２ △７．２ ５，２７２ ５．１ ７，１８５ １．６ ４，２５５ △２８．１ ３５５，８９２ △９．１
８月 １１，１４８ △５．０ ３，５０６ １．６ ４，１２２ ２．５ ３，５２０ △１７．５ ２７１，３８６ △３．５
９月 １５，４５５ △８．２ ４，９３０ △６．９ ５，１０２ ５．２ ５，４２３ △１８．９ ３９９，７５８ △７．４
１０月 １２，２８５ △５．９ ３，６５２ △０．３ ４，４３４ △１．４ ４，１９９ △１４．３ ３１５，１９０ △４．０
１１月 １１，９１９ △７．０ ３，５５７ △０．１ ４，１６８ ０．５ ４，１９４ △１８．０ ３１４，０５２ △７．６
１２月 １０，８２８ △１２．７ ３，９６５ ２３．９ ３，３２１ △９．６ ３，５４２ △３６．０ ３０７，８５９ △１４．６

２８年 １月 １１，６８７ ３．７ ４，５３２ ５０．３ ３，３３８ △１４．３ ３，８１７ △１２．４ ３２８，９９４ △４．４
２月 １３，３７３ △２．４ ４，８１４ １９．６ ３，８４７ △９．９ ４，７１２ △１２．９ ３８２，１１４ △７．５
３月 ２３，０１５ △１０．５ ８，４０３ ０．９ ７，２１３ △７．８ ７，３９９ △２２．６ ５３２，４６８ △９．３
４月 １３，５９３ ３．８ ４，３８５ ８．５ ５，３９３ ３．４ ３，８１５ △０．５ ２６９，２５０ ２．２

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０１６年７月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２４年度 ７７６，４３６ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ０．５７ ０．７４ ２４，９４３ ９．６ ６６２，７２８ １０．０ ５．１ ４．３
２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２７年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３

２７年１～３月 ８６，３５０ △２９．０ ２６，５８４ △９．３ ０．９１ １．１０ ３２，２７０ ５．５ ７９６，１９７ ３．６ ３．８ ３．５
４～６月 ３６２，４４０ △１４．１ ４５，２２０ △２．９ ０．８８ ０．９８ ３１，５９２ ５．３ ７３６，９８０ １．８ ３．４ ３．４
７～９月 ２１５，６６１ △１８．９ ３８，２２５ △８．０ ０．９９ １．０８ ３１，５７８ ５．０ ７６０，５２３ ３．１ ３．３ ３．４
１０～１２月 ９６，７２７ △４．３ ２９，３３６ △４．０ １．０２ １．１７ ２８，７８４ ５．４ ７４３，８９５ ６．７ ３．４ ３．１

２８年１～３月 ９５，９８２ １１．２ ２６，８９７ １．２ ０．９９ １．２２ ３２，７６７ １．５ ８３６，１５０ ５．０ ３．８ ３．２
２７年 ４月 １４９，１７２ △７．７ １８，３６１ ４．４ ０．８５ ０．９８ ３３，７６２ ５．２ ７７３，１８８ １．３ ↑ ３．６

５月 １０４，９８１ △１６．１ １１，２９４ △１４．０ ０．８８ ０．９６ ２９，６９０ ２．７ ６８１，４０４ △３．３ ３．４ ３．４
６月 １０８，２８６ △１９．９ １５，５６４ △１．８ ０．９１ ０．９９ ３１，３２５ ８．１ ７５６，３４７ ７．５ ↓ ３．４
７月 ９５，４８６ △２２．６ １４，６３２ △１０．１ ０．９６ １．０４ ３３，８７７ ８．３ ７９８，２２９ ４．３ ↑ ３．４
８月 ６１，３２４ △１８．１ １１，１３２ △１．３ ０．９８ １．０８ ３０，２１７ ７．１ ７１９，６３９ ４．０ ３．３ ３．４
９月 ５８，８５０ △１３．１ １２，４６１ △１０．９ １．０１ １．１２ ３０，６４１ △０．３ ７６３，７０１ １．１ ↓ ３．４
１０月 ４６，５１９ △１１．６ １２，５３０ △４．８ １．０２ １．１３ ３３，７４３ ４．８ ８４３，３５５ ５．３ ↑ ３．１
１１月 ３４，２７５ ３６．８ ８，７２０ ３．３ １．０２ １．１７ ２７，５９４ ６．６ ７１８，０６０ ９．２ ３．４ ３．２
１２月 １５，９３２ △３１．７ ８，０８６ △９．６ １．０１ １．２１ ２５，０１６ ４．９ ６７０，２７０ ５．７ ↓ ３．１

２８年 １月 ５，８２８ △５１．８ ６，５３５ △２．６ ０．９９ １．２３ ３１，９０９ △０．２ ８４６，２８２ １．３ ↑ ３．２
２月 ６，５３０ △５４．２ ６，９６８ △２．２ ０．９９ １．２３ ３３，１８５ ６．１ ８４３，７１１ ８．７ ３．８ ３．２
３月 ８３，６２３ ３９．３ １３，３９５ ５．０ ０．９７ １．２１ ３３，２０８ △１．１ ８１８，４５８ ５．３ ↓ ３．３
４月 １５２，０１８ １．９ ２０，３０１ １０．６ ０．９２ １．１２ ３４，２４７ １．４ ８００，６１８ ３．５ － ３．４

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２２年＝１００ 前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２４年度 １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 １０１．５ １．２ １００．４ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １０４．５ ３．０ １０３．２ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２７年度 １０３．９ △０．５ １０３．２ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９

２７年１～３月 １０３．５ １．７ １０２．７ ２．１ ８２ △１０．９ ２，２７２ △７．６ １１９．０７ １９，２０７
４～６月 １０４．２ △０．５ １０３．４ ０．１ ６１ △２０．８ ２，２９６ △１２．１ １２１．３５ ２０，２３６
７～９月 １０４．４ △０．５ １０３．４ △０．１ ７７ ５．５ ２，０９２ △１４．１ １２２．２３ １７，３８８
１０～１２月 １０４．３ △０．６ １０３．４ ０．０ ５９ ０．０ ２，１５２ △３．２ １２１．４８ １９，０３４

２８年１～３月 １０２．９ △０．５ １０２．６ △０．１ ６８ △１７．１ ２，１４４ △５．６ １１５．４５ １６，７５９
２７年 ４月 １０４．０ △０．３ １０３．３ ０．３ ２４ △２５．０ ７４８ △１８．１ １１９．５５ １９，５２０

５月 １０４．２ △０．６ １０３．４ ０．１ １６ △１５．８ ７２４ △１３．１ １２０．７４ ２０，５６３
６月 １０４．３ △０．６ １０３．４ ０．１ ２１ △１９．２ ８２４ △４．７ １２３．７５ ２０，２３６
７月 １０４．４ △０．４ １０３．４ ０．０ ２９ ２０．８ ７８７ △１０．７ １２３．２３ ２０，５８５
８月 １０４．４ △０．４ １０３．４ △０．１ ２６ △７．１ ６３２ △１３．０ １２３．２３ １８，８９０
９月 １０４．３ △０．６ １０３．４ △０．１ ２２ ４．８ ６７３ △１８．６ １２０．２２ １７，３８８
１０月 １０４．４ △０．６ １０３．５ △０．１ ２２ ０．０ ７４２ △７．２ １２０．０６ １９，０８３
１１月 １０４．４ △０．５ １０３．４ ０．１ １５ ７．１ ７１１ △３．３ １２２．５４ １９，７４７
１２月 １０４．０ △０．７ １０３．３ ０．１ ２２ △４．３ ６９９ １．８ １２１．８４ １９，０３４

２８年 １月 １０３．０ △０．７ １０２．６ ０．０ １９ △１７．４ ６７５ △６．３ １１８．２５ １７，５１８
２月 １０２．８ △０．３ １０２．５ ０．０ ２２ １０．０ ７２３ ４．４ １１５．０２ １６，０２７
３月 １０３．０ △０．７ １０２．７ △０．３ ２７ △３０．８ ７４６ △１３．１ １１３．０７ １６，７５９
４月 １０３．４ △０．６ １０２．９ △０．３ ２３ △４．２ ６９５ △７．１ １０９．８８ １６，６６６

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。
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